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会計年度の意義

注1関係

期首
4.1

期末
3.31当 年 度前年度 次年度

会 計 年 度

収入 支出

収支均衡のとれた予算編成

第
二
十
条

2

前
項
の
事
業
年
度
は
、
四
月
一

日
よ
り
翌
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と

す
る
。
但
し
、
特
別
の
事
情
が
あ
る

と
き
は
、
九
月
一
日
よ
り
翌
年
八
月

三
十
一
日
ま
で
と
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

土地改良法施行規則抜粋
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会計年度独立の原則

注2-1関係

期首
4.1

期末
3.31当 年 度前年度 次年度

会 計 年 度

収入 支出前年度会計
の残額

繰越

既往の年度の未払い
分に対して支出

過年度支出

過年度収入

既往の年度に属す
る収入

赤字回避のため、
歳入の繰上げ使用

翌年度収入繰上充用

当該年度の支出は、その
年度の収入をもって充て
る原則に対し、左の斜字
はその例外に当たる
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出納整理期間

３月３１日

年
度
内
の
も
の
と

し
て
会
計
処
理

未収金（現金）

未払金（現金）

未収金、未払金等は前
年度の予算執行の結
果から生じたものであ
り、この年度内の収支
として整理

計
上

計
上

出納閉鎖期間はなく
３月３１日現在の残高
により決算を行う

複
式
簿
記

方
式

単
式
簿
記

方
式

（発
生
主
義
）

の入金

の出金

出納整理期間

（出納整理期間の
設定無し）

５月３１日

注2-2関係

4

当年度 次年度

（４月２０日）

（５月１０日）

複式簿記方式を採用したときは、出納整理期間は設定せず、期首
から期末までの１年間を会計期間として仕訳帳、総勘定元帳が整
理される。（会計成果物である貸借対照表、正味財産増減計算書
も同様であり、出納整理期間による特別な処理はない。）



会計の区分、一般会計・特別会計

○ 特別会計の必要性は低いと考えられるが、特に一般会計と区分して経理
する必要がある場合には、会計細則に特別会計に関する規定を整備するとと
もに、会計毎に財務諸表を作成する必要があり、さらに一般会計と特別会計
を併せた総括表の作成も必要となる

一般会計 特別会計

特に区別して
会計を設ける
時は特別会
計に関する規
定を会計細
則に整備する

注3関係
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総括表



会計主要簿と補助簿

注4関係

金
銭
出
納
簿

収
入
整
理
簿

支
出
整
理
簿

会計主要簿(単式簿記方式)会計補助簿(単式簿記方式)

賦
課
金
徴
収
原
簿

夫
役
現
品
賦
課
徴
収
原
簿

補
助
金
台
帳

受
託
金
台
帳

そ
の
他
多
数

複式簿記方式の場合(次が加わる)

仕訳帳

総勘定元帳

金銭出納簿に代わる現金預金出納帳

複式簿記方式の場合
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同上



予算編成の基本原則と補正予算等

注5、6関係

期首
4.1

期末
3.31当 年 度前年度 次年度

会 計 年 度

第
三
十
四
条

一
会
計
年
度
に
お
け
る
一
切
の

収
入
及
び
支
出
は
、
す
べ
て
こ
れ

を
収
支
予
算
に
編
入
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

土地改良区規約例

次年度
予算案

補正予算
(追加予算、
更正予算)

必要が生じた都
度、速やかに

当該事業年度
前の総会議決
が必要

暫定予算

(

総
計
予
算
主
義
の
原
則)

次年度予算案の成立が遅れる
場合
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